
【様式１】
令和　　年　　月　　日

令和７年度沖縄地域の味承継実態調査事業」委託業務

企画提案応募申請書

沖縄県知事　殿

	申請者名

コンソーシアム名(※)
	

	住所
	

	商号又は名称
	

	代表者･役職氏名
	印


私は、令和７年度沖縄地域の味承継実態調査事業委託業務に係る企画提案応募要領に基づき、関係書類を添えて応募します。

	※コンソーシアムの場合記載

	代表事業者名
	

	構成企業名
	

	
	

	
	


	連絡担当者
	所属・職名
	　

	
	氏名
	　

	
	電話番号
	　

	
	FAX番号
	　

	
	E-mailアドレス
	　


【様式２】
　会社概要表

１　概要（申請時点）
	名称
	

	代表者名
	

	所在地
	

	沖縄における所在地（※本店が県外の場合）
	

	設立年月
	

	資本金（円）
	

	前期売上高（円）
	

	社員・職員数（名）
	

	主要業務

	

	実施中の類似事業

	

	関連会社
	

	株主構成
	株主名
	持株割合（%）

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　※行や幅等の調整可。
　※必要に応じて資料の添付も可とする。
※コンソーシアムの場合は、全ての関係企業を１社ずつ記載すること。

※組織図を添付すること。
【様式３】

コンソーシアム構成書

令和７年度沖縄地域の味承継実態調査事業委託業務に係る企画提案応募に関し、次のとおりコンソーシアムを構成します。
	共同企業体名称
	

	構成員
（代表者）
	所在地
	

	
	名称
	

	
	代表者名
	

	
	担当部署名
	

	
	担当者職氏名
	

	
	連絡先TEL
	

	
	連絡先E-mail
	

	
	担当業務
	

	構成員
（代表者）
	所在地
	

	
	名称
	

	
	代表者名
	

	
	担当部署名
	

	
	担当者職氏名
	

	
	連絡先TEL
	

	
	連絡先E-mail
	

	
	担当業務
	


注１「構成員」欄が不足する場合は、適宜、用紙を追加すること。
注２「担当業務」欄には、コンソーシアムにおける本事業でのそれぞれの役割を簡潔に記載すること。　
【様式４】

類似・関連事業実績書

事業者名：　　　　　　　　　　　

　申請する企業、団体、コンソーシアム（コンソーシアムを構成する各企業、団体）が、国（独立行政法人、公社及び公団を含む。）又は地方公共団体と、類似・関係事業について、過去３年間に実績があれば記載すること。（法人ごとに４つまで。）
	1
	事業名
	

	
	委託者
	

	
	事業概要
	


	
	受託契約額（円）
	

	
	実施期間
	

	
	事業成果
	

	２
	事業名
	

	
	委託者
	

	
	事業概要
	

	
	受託契約額（円）
	

	
	実施期間
	

	
	事業成果
	

	３
	事業名
	

	
	委託者
	

	
	事業概要
	

	
	受託契約額（円）
	

	
	実施期間
	

	
	事業成果
	

	４
	事業名
	

	
	委託者
	

	
	事業概要
	

	
	受託契約額（円）
	

	
	実施期間
	

	
	事業成果
	


【様式６】
委　　任　　状
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和 　　年　　月　　日
　
沖縄県知事　殿
（構成員：委任者）
住　　　　所

商号又は名称
代表者･役職氏名　　　　    印
　次の企業をコンソーシアムの代表者として、委託先応募の企画提案に関する次の権限を委任します。
	企　業　名
	

	代表者
（受任者）
	所在地
	
	㊞

	
	商号又は名称
	
	

	
	代表者･役職氏名
	
	

	委　任　事　項
	１　申請書類・提案書類の提出及び取り下げに関する　こと
２　質問書の提出及び回答の受領に関すること。
３　審査結果の通知の受領に関すること
４　業務委託の内容の協議に関すること


　（注）構成員ごとに作成し、提出すること。
【様式７】

誓　約　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　
沖縄県知事　殿
申請者

住　　所　
商号又は名称　　　　　　　　　
代表者役職氏名　     　　　　　印

　令和７年度沖縄地域の味承継実態調査事業委託業務企画提案公募に応募するに当たり、下記のことを誓約します。

１　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該当しない者であること。

２　宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体ではないこと。

３　沖縄県暴力団排除条例（平成23年条例第35号）第２号に規定する暴力団員又は暴力団員と密接な関係を有する者に該当しないこと。

４　県税、消費税及び地方消費税の滞納がないこと。

５　加入義務のある社会保険（労働保険、健康保険及び厚生年金保険）に加入し、保険料の滞納がないこと。

６　雇用する労働者に対し、最低賃金法（昭和34年法律第137号）に規定する最低賃金額以上の賃金を支払っていること。

７　労働関係法令を遵守していること。

※コンソーシアムの場合は、すべての構成員について提出が必要です。

※誓約書には別添「参加資格要件確認書類」に記載の書類を添付してください

【様式８】
令和７年度沖縄地域の味承継実態調査事業」委託業務

企画提案に係る質問書

令和　　年　　月　　日

沖縄県商工労働部

中小企業支援課　担当者　宛

送信先：中小企業支援課代表メールアドレス　aa052108@pref.okinawa.lg.jp　

住　　所：

事業者名：

担当者名：

電話番号：

Ｅ－mail：
令和７年度沖縄地域の味承継実態調査事業委託業務に係る企画提案公募について、以下のとおり質問します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	No
	件　　名
	質　　問　　内　　容

	
	
	

	
	
	

	
	
	


【様式９】
令和　　年　　月　　日

企画提案参加表明書

沖縄県知事　殿

令和７年度沖縄地域の味承継実態調査事業委託業務に係る企画提案参加表明書を提出します。

	申込者※
	名称
	

	
	代表者名
	

	
	所在地
	

	
	沖縄における所在地
（本店が県外の場合）
	

	
	担当者所属
	

	
	職 ・ EQ \* jc1 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(（ふり),氏)　EQ \* jc1 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(がな）),名)
	

	
	ＴＥＬ・ＦＡＸ
	

	
	E-Mail
	

	共同企業体構成員
名称
※共同企業体の場合
	


	［共同企業体］どちらかに☑をいれてください。
□　構成しない

□　構成する（企画提案書の提出の際には共同企業体協定書（任意様式）を添付すること）


　
